
           

                

      

 

企業が従業員の健康増進を重視し、健康管理を経営課題として捉え、その実

践を図る上において、企業経営者の投資判断ツールとして活用できる。 

 

社会状況の変化に伴い、企業が従業員の健康保持・増進に主体的に関与する

「健康経営」が注目されている。産業保健スタッフをはじめとする健康管理

担当部門が企業の中で健康管理施策を行う場合、その目的とともに、費用対

効果を説明し、予算を獲得するための標準的な集計方法が求められている。  

 

健康経営を志向する企業の支援。 

 

健康診断、過重労働対策、メンタルヘルス対策、教育およびその他に

ついて、それぞれの健康管理活動の費用を算出するとともに、有所見

率や休業者数・日数等の指標をもとに、経営的視点からの費用対効果

を可視化することができる。 
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自社の費用対効果

が他社とも比較で
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